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ここ数年、全国で“修学旅行から京都を
外す”動きが広がっています。宿泊費の高騰や

オーバーツーリズムによる渋滞・混雑で、スケジュールが組み
づらいことが理由です。修学旅行の定番は“京都と奈良がセット”
であり、京都が外れれば、奈良も一緒に外されやすくなります。
長期的にも、奈良市に宿泊する修学旅行生は、この20年余りで
16万人から8万人へほぼ半減しています。少子化を大きく上回る
スピードとなっていて、私は問題意識を持っています。
これまで、奈良の観光は国内観光客が支えてきました。そして、
その入口が修学旅行です。子どもの頃に奈良を訪れた経験は、

大人になってから「また来たい」「家族を連れてきたい」と思う、
強い原体験になります。修学旅行生の減少は、“未来の奈良
ファン”が細っていく深刻な問題です。
しかし、現在、修学旅行誘致について、県の予算はわずか年間５８
万円に留まるなど、取り組みは弱いと言わざるを得ません。イン
バウンド誘致も大切ですが、“奈良のファン”を日本全国に広げる
ためにも修学旅行増加に向けた取り組みを強化すべきです。
班ごとの自由行動を行いやすく、かつ周遊を促す支援のほか、
宿泊費が抑えられる閑散期における誘致も必要です。修学旅行生
の大幅増へ向け、抜本的な取り組みを進めるよう求めました。
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今
年
は「
午
年（
う
ま
ど
し
）」

の
う
ち
、60
年
に
一
度
訪
れ
る

「
丙
午（
ひ
の
え
う
ま
）」で
、

新
た
な
挑
戦
や
こ
れ
ま
で
の

努
力
が
実
り
、前
進
す
る
年

と
も
言
わ
れ
て
い
ま
す
。皆
さ
ん

は
、ど
の
よ
う
な
一
年
に
し
た
い
で

し
ょ
う
か
。私
は
、奈
良
県
の
発
展
の
た
め
に
、成
果
を
重
ね

ら
れ
る
年
に
し
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

さ
て
、奈
良
県
議
会
の
12
月
議
会
は
2
週
間
の
会
期
を
経
て

12
月
15
日
に
閉
会
し
ま
し
た
。私
は
、6
項
目
に
わ
た
り
知
事

な
ど
に一
般
質
問
を
行
い
ま
し
た
。

　

特
に
強
い
問
題
意
識
を
持
っ
て
取
り
上
げ
た
の
が
、奈
良

の
観
光
の「
持
続
可
能
性
」に
つ
い
て
で
す
。去
年
、日
本
を

訪
れ
た
外
国
人
観
光
客
は
約
3
7
0
0
万
人
で
す
が
、国
は

令
和
12
年
ま
で
に
6
0
0
0
万
人
を
誘
致
す
る
と
い
う
目
標

を
掲
げ
て
い
ま
す
。こ
の
結
果
、奈
良
公
園
周
辺
に
は
観
光
客

が
集
中
し
、鹿
や
自
然
環
境
の
保
全
、清
掃
な
ど
の
負
担
は

増
え
て
い
ま
す
が
、宿
泊
者
数
や
県
内
消
費
額
は
全
国
的
に

見
て
も
低
く
、イ
ン
バ
ウ
ン
ド
に
よ
る
経
済
的
恩
恵
は
首
都
圏

ほ
ど
大
き
く
あ
り
ま
せ
ん
。奈
良
は
他
府
県
と
比
べ
て〝
割
を

食
っ
て
い
る
〞状
況
と
も
言
え
ま
す
。

　

観
光
の
光
と
影
の
両
方
に
向
き
合
う
必
要
が
あ
る
今
、

奈
良
で
も「
受
益
と
負
担
の
バ
ラ
ン
ス
」を
本
格
的
に
考
え
る

べ
き
と
き
が
き
て
い
ま
す
。観
光
財
源
に
つ
い
て
も
、国
に
そ
の

配
分
の
強
化
を
求
め
て
い
く
必
要
性
を
感
じ
て
い
ま
す
。

今
後
も
、県
政
の
現
場
で
、奈
良
公
園
を
は
じ
め
と
す
る
持
続

可
能
な
観
光
の
あ
り
方
を
問
い
続
け
て
ま
い
り
ま
す
。
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半減！
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12月議会 本会議



（年）H27 H29 R1 R3 R5 R6

（人）

0

500

1000

1500

2000

少人数での座談会・県政報告も行っていますのでお気軽にお声がけください。

永田 ゆづる 公式サイト https://yuzurunagata.jp/
TEL：０５０-３６９６-１０５３／FAX：０７４２-９０-１１０８
Mail：info@yuzurunagata.jp

奈良県議会議員 永田ゆづる 奈良市登大路町30（県議会控室） 旧 Twitter
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“災害関連死”認定の
環境整備に県が積極関与を

いま、奈良県では、認知症が背景にある行方
不明事案が急増しています。奈良県警察本部が取り

扱う事案では、平成27年は191件でしたが、令和5年には451件、令和
6年も376件と、この10年で約2倍に増えました。行方不明となれば、
警察は夜間でも警察官の8割が現場に向かうほどの体制で対応しますが、
発見まで1日以上かかるケースも毎年60件近くあります。
高齢化が進む中、この問題はさらに深刻化します。およそ20年後には、
この認知症を背景とした行方不明事案が年間700件を超える可能性が
考えられ、捜索を一手に担う警察への負担が大きくなります。今こそ、
警察の捜索を社会全体で支える仕組みづくりを急がねばなりません。
私は議会で、①市町村の見守りネットワーク登録の促進　②GPS端末
など見守り機器の普及　③地域や家族が早期に気づける体制づくりを
強く求めました。今後も、警察と市町村、それに県の福祉部局が連携し、
認知症の行方不明を未然に防ぐとともに、捜索時間を大幅に短縮する
取り組みの強化を求めていきます。

意　見“認知症の行方不明者”
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※地震などによる直接死ではなく、避難生活の中で持病や体調が悪化して亡くなるケース

今年7月１２日の午後５時過ぎ、山添村の山
あいにある茶畑で70代の男性が転倒し、負傷

する事故がありました。しかし、現場へ続く村道は軽トラックでも慎重
に進まねばならないほどの細い急な坂道で、救急車は進入できない
と判断。700メートル以上手前の県道で停車し、救急隊員が搬送の
機材を抱えて現場に急ぎました。
“救急車が現場に近づけない事案”は山添村では特別ではありま
せん。奈良県は森林が県土の78％を占めていることから、南部・東部
地域にもわたる広域的な課題です。救急隊員が長距離を自ら移動
せざるを得ないことは、現場到着の遅れだけではなく、隊員の負担、
傷病者の搬送リスクにもつながりかねません。
一方、十津川村では地形に合わせて通常より小回りが利く小型救急車

を導入し、その運用件数は令和元年の7件から令和６年には24件に
増加しています。小型救急車は財源や人員、運用面の課題もあります
が、山間部の実情に応じた工夫が求められるという点では、一定の
示唆を与える事例です。“住む場所によって救われる命が変わる”と
いう不公平がないよう取り組みを進めるべきだと強く要望しました。

意　見

山添村 細い山道でも届く
救急体制を

［救急車と小型救急車の比較］

［全長］3.4m／［幅］1.5m／［高さ］1.9m
［全長］5.7ｍ／［幅］1.9ｍ／［高さ］2.5ｍ救 急 車

小型救急車
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弔慰金につなげるのは市町村が設置する審査会です。条例などに
基づいて設置されるものですが、現在、この審査会が設置されて
いるのは県内の6市町村に留まっています。国は、令和元年の法改正
で、この条例制定を市町村の努力義務としましたが、体制づくりが
遅れています。巨大災害発生後の混乱の中で審査会を作ることは
困難で、その遅れは支援から取り残されるご遺族を生むことにも
つながります。私はこの状況を重大な問題と捉え、県が積極的に
関与し、市町村の審査会設置を進めるべきだと強く要望しました。

今年3月末、国が南海トラフの巨大地震の
新たな被害想定を公表し、初めて“災害関連死”

の推計を示しました。その数は全国で最大5万2,000人。東日本
大震災の10倍を超える衝撃的な数字で、巨大災害がもたらす現実の
厳しさを突きつけました。この地震が発生すれば、隣接する和歌山・
三重などを中心に全国で甚大な被害が出ます。より被害の大きい
被災地への支援が優先される中、奈良には薬や生活物資が届き
にくくなり、避難生活の長期化から災害関連死が増えるリスクが
指摘されています。県内でも避難者は最大33万7,000人と想定
されており、対策は急務です。
一方、災害関連死かどうかを個別のケースごとに判断し、遺族への

意　見 ※

市町村に対し、制度説明や先進自治体の事例
紹介などを行い、災害弔慰金等の迅速な支給

に向けて、市町村の審査会設置を積極的に支援してまいります。

県の回答

令和8年度に向けて、狭隘な道路での救急
搬送など、小型車両の追加導入を、県広域消防

組合本部において検討中です。場所に応じた救急搬送体制の確保と
充実に努めていきます。

県の回答

現場近くの村道

約2倍！10年間で

急増！

Check!


